
窓口支援事例 【石川県 知財総合支援窓口】 平成 29 年度版 

企業情報 

会宝産業株式会社                                      

所在地 石川県金沢市 

ホームページ URL  https://kaihosangyo.jp/top.html 

設立年 1969 年 業 種 その他サービス業 

従業員数 84 人 資本金 5,700 万円 

      

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

企業概要 

自社の強み 

一押し商品 

 当社の強みは、車両仕入れから、海外での販売、品質のトレーサビリティ

を実現した自動車リサイクル総合管理ネットワークシステム「ＫＲＡシステ

ム」を運用し、提携する海外８５カ国の販売拠点から、エンジン、部品にバ

ーコードラベルをつけて品質情報を管理し、安心・信頼できる取引を実現し

ていることです。 

 また、2013 年には当社の中古エンジン及び関連するトランスミッショ

ンの評価規格「ＰＡＳ７７７」が英国規格協会から正式に発効され、今後、

ＩＳＯ規格に発展する可能性もあります。この規格により自動車の中古エン

ジンの機能を評価する基準が明確になり、購入するお客様の安心につながっ

ています。 

 当社は、１９６９年に創業以来、自動車リサイクル業を営んでおりますが、

今ではこれまでの解体屋という枠から世界の「静脈産業」（排出・廃棄され

る不要物を回収し、再利用・再資源化して適正に処分する業態）の確立と循

環型社会の創造を目指す域に入ってきました。その為に、当社では単に利益

を追求するだけではなく、海外の拠点づくりは勿論ですが、中古部品の国際

的な品質規格の提示や、国際的な教育機関の設立、システム開発など様々な

活動を行っています。 

また、全国の自動車リサイクル業者と共に加盟する NPO 法人 RUM アラ

イアンスを設立し、業界の発展に尽力しています。 

 自動車の椅子はもともと長時間の運転などを考慮して、人が可能な限り自

然な動きや状態で使えるように人間工学に基づいて精巧・高品質に作られて

おります。 

 当社では、この自動車の椅子の特性に着目し、家庭等で使える椅子に再利

用した椅子「トレジャーチェア」を製造販売しており、当社の一押し商品と

して好評を博しています。 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

窓口活用のきっかけ 

最初の相談概要 

その後の相談概要 

窓口を活用して変わったところ 

これから窓口を活用する企業へのメッセージ 

知財総合支援窓口活用のポイント

 同社は、自動車リサイクル及び中古自動車の輸出販売を行っており、海外展開について東京で INPIT

海外知財プロデューサーの支援を受ける機会があり、その時、地元の石川県をはじめ全国に知財総合支

援窓口があり、知財面で海外展開に関しても支援している事を知りました。また、INPIT 海外知財プロ

デューサーからも、石川県の知財総合支援窓口に同社の支援要請があり、窓口活用のきっかけとなりま

した。 

 同社は、政府開発援助（ODA）や独立行政法人国際協力機構（JICA）の実証事業を通し、ブラジル

のＣＥＦＥＴ－ＭＧ大学で自動車リサイクルの研修センターを設置予定であるが、これに付随した技術

ノウハウを保護するためにはどのようにしたらよいかとの相談が有りました。これに対し、当窓口事業

には、海外知財専門家を派遣し機密保持契約等に関する契約書作成支援がある事を紹介し、この制度の

活用を勧めました。       

 同社は、ブラジルのパートナーと合弁企業を設立してフランチャイズ事業を立ち上げる事を検討して

おり、合弁契約書とフランチャイズ契約書のたたき台を作成されました。これに対して海外知財専門家

の弁護士から一般的な国際法務の見地によるアドバイスをし、その後は現地ブラジルの弁護士からブラ

ジルの法規制に対応するようにアドバイスをもらう事としました。 

 知財総合支援窓口では、国際法務に詳しい弁護士のアドバイスを受けられる事や、海外知財契約書作

成支援がある事を知り、こうした制度を活用したことによって、外国パートナーとの合弁会社設立に関

してアドバイスを受ける事ができ、技術流出を防ぎながらフランチャイズ事業を発展させる準備ができ

ました。 

 海外で事業展開を進めていくには、現地の法律による規制があり、国内より多くのリスクが伴う場合

も有ります。知財総合支援窓口から海外知財プロデューサーの利用や海外専門家派遣のアドバイスを受

けて、海外企業と秘密保持契約やライセンス契約を締結し、リスクを低減する事を勧めます。 

窓口担当者から一言 （氏名：島田 隆） 

  

 本件では、海外での事業展開に関して海外知財専門家（弁護士）を派遣して海外知財

契約書作成や現状に則したアドバイスを提供いたしました。 

知財総合支援窓口では海外展開における知的財産権に関する相談も受け付けています

ので、気軽にご相談下さい。 


